
衆議院外務委員会 (平成21年 6月 10日 )質 問要旨

衆議院議員 武正公一

(午前)

1、 中国製餃子事件について (外務大臣、警察庁)

2、 日中ガス田協議について (外務大臣)

(午後)

3、 IMF増 資に伴うアジア金融市場への影響 (外務大臣、財務省)

4、 JICAに よる出融資再開について (外務大臣、財務省)

5、 」AIDOに ついて (外務大臣、財務省)
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JICAの海外投融資機能について

2009年 6月

国際協力機構

1 海外投融資の制度

途上国の開発促進のため、開発途上国において開発事業を行 う民間企業
等に対 し、融資、出資を供与するもの。 (下図は資金供与のスキーム例)

・雇用創出、外貨獲得、技術移転等の課題に直接応 える
・民間資金の呼び水効果 轍 媒機能)
・新たな開発課題への対応 (例 :官民連携)

2現 在のポー トフォ リオ

出資 15件 (残高 1,342億円)、 融資 2件 (残高 30億

【事例】

円)

① 我が国の資源確保 :インドネシア アルミ精錬事業 [出資 499億 円]
>途 上国の産業開発及びわが国の資源の長期的な確保。

_J途上国の資源活用 :バングラディシュ 肥料工場 出資 23億 円】
>貧 困国の自国資源 (天然ガス)を 活用した産業開発 ・農業支援。

O気 候変動への対応 :世銀炭素基金 [出資 10百万 ド71限度]
> ファン ド資金で開発事業から排出権を獲得 し出資者に還元。― ‐… ――― ――― ・―一―‐

lぶ 11夕 対応),'京
都議定書の発効(2005年)前に設立・運営を開始 (

現地事業会社

本邦企業等
(特定 目的会社,国際機 関、投資組合等)

現地事業会社

出所 Fr‐際協力機構提出資本|

――――― ――――――――――‐ ――J



3.海 外投融資をめぐる環境
【特殊法人整理合理化計画】(平成 13年 閣議決定)
海外投融資業務 :廃止することとし、14年度以降は、13年度末までに承
詰済の案件又はそれらと継続的な性格を有する案件に限り出融資を行 う。(従つて、海外投融資の新規の承諾が困難な状況)

:援助潮流の変化】
途上国への資金フローの多くは民間資金となっている。欧州あ ドナーは、
近年、開発目的の投融資機能を拡充し、民間セクター支援を積極的に推
進。(官民連携インフラ開発、気候変動、アフリカ、など)

【日本国内の期待】
。 国際協力に関する有識者会議 (座長 渡辺 拓大学長)12009年2月)
ODAに よる海外投融資機能が整備されれば、官民連携インフラ開発など、
公益性が高く長期的に社会的インパクトがある案件の採択が可能となる。

●  日本 経 団連   (2009年 4月 )

戦略性のある開発構想・計画に基づく開発効果の高い個別案件について
は、技術支援や 」IcAの 投融資機能を含め、あらゆる手段が活用できる
ようにすべき。

,

民連携 (開発目的の投融資 官民連携 (企業支援)
イギリス I DlD

貴ξ7露雪今書易 ・[扉晋き:男
%Ill資] 英輸出信用保証局

仏経済投資振興公社
~肩

市譴扇 仏貿易保険会社
独投資開発会社(DEG

独信用保険会社

国際協力銀行 (」BIC)



国際協カプロジェク ト推進機構概要図

官民連絡協議会

プロジェクト認庁
四省庁連絡会
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経団連
国際協カプロジェクト推進協議会
(認定委員会)

(豹 日本国際協力機構 0■ DO)
官民合同会社 :資本金1635億 円

出資
民間131社 1005億 円
石油連盟   3億 円

出資 融資
技術協力等
事業参加
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出所 i国際協力機構作成資料



国際協カプロジェク ト推進事業(」AIDO)

1 経緯

2 事業概要

民間ベースでの経済協力を推進するため、開発途上国の産業振興に貢献する
プロジェク トに対する先導的出資等を行 うもの。

計 48事 業に投融資を実施 した。

3 」CA海 外投融資による出資

」CA海外投融資では、次のとお り計 3回 、63億円の出資を行つた (当時は海

外経済協力基金 :OECF)。

1989年   20億 円 (出資比率 260%)

1992年    13億 円 (累計 33億 円 :出資比率 367%)

1994年    30億 円 (累計 63億 円 :出資比率 393%)

2007年に清算が決了し、63億円の出資金のうち、46億 円が償却 された。

4

1987年 経団連が 「発展途上国への資金還流促進のための提言」を公表
1989年 日本国際協力機構設立  (資 本金 77億 円 (OECF20億 円)'~~

日本政府及び経団連の資金還流にかかる方針を踏まえ、開発途
上 国における開発 プ ロジェク トの形成、推進 を目的 と して

開始。

1992年

1994年

1996年 GCC産業投資 (中東湾岸向けの子会社)設立に伴い増資 (資 本金
1635億 年 (OECF63億円)

2002年 解散決議  (株 主 :」BIC(当時)と民間 129組織)

出所 :国際協力機構作成資料



平成18年度 l■外経済協力勘定損益計算書

平成18年4月 1日 から

平成19年3月31日まで

国際協力銀行
(判立:Fl)
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080,016,768,033

240,360,081,Oo6

7,142,116,132

30,olo,ooo,Ooo

74,618,10o

28S,966,958

401.579,9os,330

365,951,942,o51

10,637,985

1,004,799

560,981,049

93,374

680,016,708,633
680,016,768633

(D当 年度利益金139,401,808,316円は、国際協力銀行法(平成11年法律第35号)第44条第2項の規定により、
海外経済協力勘定積立金として積み立てることとする。

※ヽ」AI'θ ∩′ナ出資 η額欠忽筵
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位:百万円)

年度(平成) 国 案件名 出資額 融資額

千ヤヒ,ル ケイ
ン ロヽス 減損

貸傷償却編・
評価差額 配
当塁■l彗

1 マレーシア コンテナ製造 64 0

1 インドネシア ジャカルタエ業団地 51

1 フィリピン バイナップル農園 -38

1 インドネシア ニット編立 4 ■

1 インドネシア ニット築色 25 -24

1 フィリピン マニラ近郊工業団地 ＾
０

1 メキショ ワールドトレードセンター 104 ‐13

2 ベネズエラ 自動車組立製造 341 -256

2 ブータン フェロシリコン 71 -25

2 中[ ソフトエンジニア ′
“ -431

2 インド ソフトエンジエア 160 -150

2 インドネシア 鮪缶詰 106 29

3 ′ヽンガリー グラスウール製造 132

3 タイ ハイテクスクエア ０
０ 604 ‐1.4フ0

0 セネガル リツートホテル ‐1,2
0 インドネシア 触媒 86

4 インドネシア 紡織工場 160 -113

4 カンボジア 亜鉛鉄板 47 0

4 ハンガリー フアーストフード ‐115

4 ベトナム 即席築製造 0

5 タイ 清浄豚飼育 う
０

5 チェコ フェロバナシューム ０́ -43

5 スロバキア オリゴ糖 23 -25

5 ベルー 水産加エ 59 -50

5 チェコ セラミック基板 ０
０ -495

5 バングラデシュ 繊維 0

0 ハンガリー オフィスピル 431 194
6 メキショ 工業月センサー ＾

∠ ＾
０

6 ポーランド 流通センター 100

6 ポーランド 維茸裁培 -79
0 ロシア オフイスピル 260 -114

0 ボーランド ポイラーハウス 3 -61
0 ポーランド 電力用半導体製造 ＾

‘
０
４ -220

G ベトナム ビジネスコート 32 -21
6 サウジアラビア 医薬品製造 -100
6 ウズベキスタン 絹F/i績 セ -00

7 フィリピン スービックテクノパーク 241 0

7 フィリピン 電炉丸櫂 010 ‐310
8 湾岸諸国 産業投資 1.ll1 0 -138
0 中国 りんご果汁製造 04 260 0

9 サウジアラビア 織維加エ 17 -3
0 ラオス オ1績事葉 12 ‐12
1 韓国 フツ索樹渤 ロエ 100 -17
1 タイ 製精 ０

０ -2

1 フィリピン グリセリン誘滅休 01 -16
1 中国 深センテクノセンター 14 4

2 コロンビア インフラリース 48 4

2 インド 自動車部品製造 2

2 中国 上海液晶製造 46 -46

」AlDO出 資 。融資案件一覧表

外務委員会 2009610武 正公一提出追加資料

平成21年6月

独立行政法人国際協力機構

注記 :2001年9月時点
||1所l■際 ■力ll情提||1資IJ


